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前回審査会合における指摘事項及び対応 1

No. 指摘事項 対応状況
1 圧縮減容装置について，性能維持施設として記載する

ことを検討すること

2 FPC系冷却停止時の燃料プールの水温評価について，
FPC系循環運転停止時及び原子炉建物換気系の停止時の
影響について説明すること 参照

前回審査会合（10/27）における指摘事項とその対応については以下のとおり



圧縮減容装置に関する記載箇所の変更について 1

指摘事項
圧縮減容装置について，性能維持施設として記載することを検討すること
これまで，本文五「４．２．２ 廃止措置期間中に新たに導入する設備」に記載していた圧縮減容装置について，本文六，七及び添

付書類六に「専ら廃止措置で使用する性能維持施設」として記載を追加する。
これに伴い，本文五「４．２．２ 廃止措置期間中に新たに導入する設備」の記載は削除する。

変更認可申請書 追加記載案
六 性能維持施設
１ 性能維持施設
廃止措置を安全に進める上で，放射性物質を内包する系統及び設備
を収納する建屋・構築物等，核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設，
放射性廃棄物の廃棄施設，放射線管理施設，換気系，並びに消火装
置及び非常用照明を廃止措置の進捗に応じて維持管理していく。
（略）

示す。

場合は，廃止措置計画に反映して変更認可を受ける。

２ 性能維持施設の施設管理
性能維持施設については，必要な期間中，必要な機能及び性能が維
持できるよう，保安規定に施設管理計画を定め，これに基づき施設
管理を実施する。

六 性能維持施設
１ 性能維持施設
廃止措置を安全に進める上で，放射性物質を内包する系統及び設備
を収納する建屋・構築物等，核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設，放
射性廃棄物の廃棄施設，放射線管理施設，換気系，並びに消火装置及
び非常用照明を廃止措置の進捗に応じて維持管理していく。
（略）

示す。

なお，性能維持施設のうち，原子炉施設を解体する工事を実施する
に当たって，公衆及び放射線業務従事者の受ける線量を抑制し，又は
低減する観点その他の原子力安全の観点から，専ら廃止措置で使用す
るために導入する施設又は設備（以下，「専ら廃止措置で使用する性

に示す性能維持施
設を変更する場合は，廃止措置計画に反映して変更認可を受ける。

２ 性能維持施設の施設管理
性能維持施設については，必要な期間中，必要な機能及び性能が維
持できるよう，保安規定に施設管理計画を定め，これに基づき施設管
理を実施する。

【本文六の追記内容】
•

使用する性能維持施設」を追加し記載する。
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圧縮減容装置に関する記載箇所の変更について（本文六） 2

【 】
• 圧縮減容装置は放射性固体廃棄物を圧縮減容するものであることから，施設区分は「放射性廃棄物の廃棄施設」，設備等の区分は「固体廃棄物
の廃棄設備」，その機能は「放射性廃棄物の処理機能」であり，これを維持するために必要な性能は放射性固体廃棄物を処理する能力を有する
ことである。

•
• 位置，構造及び設備については，本文七 ２に設計及び工事の方法を記載し，これに基づき設置するものであることから，本文七 ２に示す通
りとする。



圧縮減容装置に関する記載箇所の変更について（本文七） 3

審査基準 変更認可申請書への追加記載案
２．申請書記載事項に対する審査基準
（３）性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性能
を維持すべき期間
（２）で選定された性能維持施設について、それぞれ位置、構造及び

設備並びにその性能並びにその性能を維持すべき期間が示されているこ
と。また、ここで示される性能維持施設の性能については、性能維持施
設が維持すべき機能ごとに、その性能を満たすために必要な仕様等（以
下単に「必要な仕様等」という。）が示されていること。
また、原子炉施設を解体する工事を実施するに当たって、公衆及び放

射線業務従事者の受ける線量を抑制し、又は低減する観点その他の原子
力安全の観点から、専ら廃止措置で使用するために導入する施設又は設
備において、当該施設又は設備の設計及び工事の方法に関することが示
されていること。

七 性能維持施設の位置，構造及び設備並びにその性能並びにその性能を
維持すべき期間

１ 性能維持施設の位置，構造及び設備並びにその性能並びにその性能を
維持すべき期間
性能維持施設の位置，構造及び設備並びにその性能並びにその性能を

に示すとおりである。
（略）

専ら
廃止措置で使用する性能維持施設の設計及び工事の方法」に従って導
入し，その仕様及び必要な台数を「位置，構造及び設備」欄に示すと
ともに，必要となる機能を「機能」欄に示す。

２ 専ら廃止措置で使用する性能維持施設の設計及び工事の方法
専ら廃止措置で使用する性能維持施設の導入に当たっては，「五 １
廃止措置の基本方針」に基づき，適切な品質マネジメントシステムの下
に保安管理を実施し，また，「五 ２ 安全確保対策」に基づき，日本
産業規格等の規格及び基準に準拠するとともに，放射性物質の拡散及び
漏えい防止対策，被ばく低減対策，事故防止対策及び労働災害防止対策
を講じる。

（１）圧縮減容装置
雑固体廃棄物及び解体工事で発生する金属等の減容のため，放射性廃
棄物処理機能を持つ固体廃棄物の廃棄設備として，圧縮減容装置を導
入する。圧縮減容装置は，耐震重要度Ｃクラスの耐震設計を行う。圧

２に示す。

以上の基本的考え方に基づく専ら廃止措置で使用する性能維持施設の

【本文七の圧縮減容装置に関する記載事項】
•
• 専ら廃止措置に使用する性能維持施設の設計及び工事の方法に関する記載を２として追記（本文五に記載していた内容を本文七に記載）
• 圧縮減容装置の配置図及び概略図面についても，本文五に記載していた内容を本文七に記載

本文七の追加記載内容



圧縮減容装置に関する記載箇所の変更について（本文七） 4

【 に関する記載事項】
• 専ら廃止措置で使用する性能維持施設の設置位置及び設計」を追加
• 圧縮減容装置の名称，設置位置，種類，処理能力，主要寸法，主要材料，個数，
原動機の種類，原動機の出力及び原動機の個数」に記載していたのと同様の内容（処理能力及び主要材料について詳細設計の結果を反映）

の追加記載内容



圧縮減容装置に関する記載箇所の変更について（添付書類六） 5

変更認可申請書 追加記載案
添付書類六 性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間

に関する説明書

３ 性能維持施設の機能及びその性能
（３）放射性廃棄物の廃棄施設
ｃ．固体廃棄物の廃棄設備
廃止措置では，放射性固体廃棄物を処理・貯蔵することから，「放射
性廃棄物処理・貯蔵機能」を有する設備を維持管理する。具体的な性
能維持施設は，下表のとおり。

固体廃棄物の廃棄設備の性能は，以下のとおり。
• 各タンク及びサイトバンカは，内包する放射性物質が漏えいするよ
うなき裂，変形等の有意な欠陥がない状態であること。

• アスファルト固化装置は，放射性固体廃棄物を処理する能力を有す
る状態であること。

４ 性能維持施設の維持期間
（３）放射性廃棄物の廃棄施設
ｃ．固体廃棄物の廃棄設備

固体廃棄物の廃棄設備のうち，「放射性廃棄物処理機能」及び性能は，
濃縮廃液処理完了まで維持管理する。「放射性廃棄物貯蔵機能」及び
性能は，貯蔵している固体廃棄物の抜出完了まで維持管理する。

添付書類六 性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間
に関する説明書

３ 性能維持施設の機能及びその性能
（３）放射性廃棄物の廃棄施設
ｃ．固体廃棄物の廃棄設備

廃止措置では，放射性固体廃棄物を処理・貯蔵することから，「放射
性廃棄物処理・貯蔵機能」を有する設備を維持管理する。具体的な性
能維持施設は，下表のとおり。

固体廃棄物の廃棄設備の性能は，以下のとおり。
• 各タンク及びサイトバンカは，内包する放射性物質が漏えいするよ
うなき裂，変形等の有意な欠陥がない状態であること。

• アスファルト固化装置及び圧縮減容装置は，放射性固体廃棄物を処
理する能力を有する状態であること。

４ 性能維持施設の維持期間
（３）放射性廃棄物の廃棄施設
ｃ．固体廃棄物の廃棄設備

固体廃棄物の廃棄設備のうち，「放射性廃棄物処理機能」及び性能は，
処理対象となる廃棄物の処理完了まで維持管理する。「放射性廃棄物
貯蔵機能」及び性能は，貯蔵している固体廃棄物の抜出完了まで維持
管理する。

添付書類六への追加記載内容

機能 性能維持施設

放射性廃棄物貯蔵機能

フィルタスラッジ貯蔵タンク
使用済樹脂貯蔵タンク
復水脱塩装置使用済樹脂受タンク
濃縮廃液貯蔵タンク
クラッドスラリ貯蔵タンク
サイトバンカ

放射性廃棄物処理機能 アスファルト固化装置

機能 性能維持施設

放射性廃棄物貯蔵機能

フィルタスラッジ貯蔵タンク
使用済樹脂貯蔵タンク
復水脱塩装置使用済樹脂受タンク
濃縮廃液貯蔵タンク
クラッドスラリ貯蔵タンク
サイトバンカ

放射性廃棄物処理機能 アスファルト固化装置
圧縮減容装置

【添付書類六の圧縮減容装置に関する記載事項】
• 添付書類六については，運転中から引き続き使用している性能維持施設に限られた記載ではないため，固体廃棄物の廃棄施設のうち，放射性廃
棄物処理機能を有する性能維持施設として記載を追加する。



【参考】変更前本文五における記載 6

五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方法

４．２ 解体の方法
４．２．１ 施設の解体方法

（略）
４．２．２ 廃止措置期間中に新たに導入する設備

１ 廃止措置の基本方針」に基づき，適切な
品質保証活動の下に保安管理を実施し，また，「五 ２ 安全確保対策」に基づき，日本産業規格等の規格及び基準に準拠するとと
もに，放射性物質の拡散及び漏えい防止対策，被ばく低減対策，事故防止対策及び労働災害防止対策を講じる。
（１）圧縮減容装置
雑固体廃棄物及び解体工事で発生する金属等の減容のため圧縮減容装置を導入する。圧縮減容装置は，耐震重要度Ｃクラスの耐
震設計を行う。圧縮減容装置の名称，設置位置，種類，処理能力，主要寸法，主要材料，個数，原動機の種類，原動機の出力及び



【参考】変更前本文五における記載 7

五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方法

廃止措置期間中に新たに導入する設備

圧縮減容装置の名称，設置位置，種類，処理能力，主要寸法，主要材料，個数，原動機の種類，原動機の出力及び原動機の個数

圧縮減容装置の配置図
（略）

圧縮減容装置の概略図面
（略）

設備名称 概要 撤去時期

圧縮減容装置 雑固体廃棄物及び解体工事で発生
する金属等を減容する。

処理の対象となる廃棄物の処理
が終了した段階で撤去する。

名称 圧縮減容装置

設備位置 タービン建物1階

本
体

種類 ― 油圧式

処理能力 本／時 約15

主
要
寸
法

たて mm 約3,550

横 mm 約1,900

高さ mm 約945

主要材料 ― 合金鋼

個数 台 1

原
動
機

原動機の種類 ― 電動機

原動機の出力 kW 約37

原動機の個数 台 1



FPC系循環停止時の燃料プール水温評価 1

指摘事項
FPC系冷却停止時の燃料プールの水温評価について，FPC系循環運転停止時及び原子炉建物換気

系の停止時の影響について説明すること

FPC系の循環運転停止時の燃料プール水温の評価について，以下のモデルと条件を用いて，水温の
評価を実施した。

SFP水温
TW(t)

使用済燃料
崩壊熱量

QD

熱伝達による
放熱量
QT(t)

蒸発による
放熱量
QE(t)

オペフロ気温TAI(t)

外気温度
TAO(t)

換気系により
常時外気と内気を交換

※崩壊熱についてプール水面以外からの
熱移動なし
⇒循環系停止状態を保守的に模擬

解析モデル

=  1 + 1  1
SFP水温Twは以下の式で評価

評価式

①熱伝達によるSFPからの放熱量QT

=  

②蒸発によるSFPからの放熱量QE

=  
Tw：SFP水温 TAI：オペフロ気温
ASFP：SFP表面積 QT：SFPからの熱伝達による放熱量
QD：総崩壊熱量 QE：SFPからの蒸発による放熱量
CW：比熱（水） VW：SFP体積（水量）
ρW：密度（水） hA：熱伝達率（SFP表面）
HV：蒸発潜熱 M：蒸発量
t ：経過時間
条件
崩壊熱：57kW
初期プール水温：21.1℃（停止試験開始時のSFP水温）
オペフロ気温：40℃一定（外気とオペフロ気温は等しいものとし，

保守的な値を設定）
オペフロ湿度：100％一定

資料2-2-2



FPC系循環停止時の燃料プール水温評価 2

解析モデルに基づく評価結果は以下のとおり

保守的に模擬したモデルでの評価結果より，FPC系冷却停止時に循環運転を停止して
も，保安規定に定める施設運用上の基準である65℃を超えないことを確認した。
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]
FPC循環運転停止時のSFP水温評価結果

SFP水温（試験結果）
SFP水温（解析）

保安規定の施設運用上の基準値（65℃）

解析評価における循環運転停止時の平衡水温：56.5℃



換気系停止時の燃料プール水温評価 3

原子炉建物換気系停止時のSFP水温の評価モデルとして，保守的な条件である循環系停止時のモデ
ルから外気と内気の空気交換がなくなり，オペフロからの放熱は天井面からの熱伝達のみとし，評価
を行った。

SFP水温
TW(t)

使用済燃料
崩壊熱量

QD

熱伝達による
放熱量
QT(t)

蒸発による
放熱量
QE(t)

オペフロ気温TAI(t)

外気温度
TAO(t)

解析モデル

=  1 + 1  1
SFP水温Twは以下の式で評価

評価式

③天井からの熱伝達によるオペフロからの放熱量QR

QR：天井からの熱伝達による放熱量 hR：天井面の熱伝達率
AR：オペフロ天井面積 CA：比熱（空気）
VAI：オペフロ体積 ρA：密度（空気）
TAO：外気温度

条件
崩壊熱：57kW
初期プール水温：56.5℃（FPC循環停止時のSFP平衡水温）
初期オペフロ気温：40℃
外気温度：40℃一定（敦賀市の最高気温と比較し保守的な値）
オペフロ湿度：100％一定

天井からの熱伝達
による放熱量

QR(t)

※循環運転停止中で平衡温度に達している
状態で，換気系が停止した状態を模擬
⇒天井面以外からの放熱は考慮しない
保守的なモデル

オペフロ気温TAIは以下の式で評価

=  1 + 1 +  1  1

=  



換気系停止時の燃料プール水温評価 4

解析モデルに基づく評価結果は以下のとおり

保守的に模擬したモデルでの評価結果より，FPC循環運転停止時に換気系が停止して
も，保安規定に定める施設運用上の基準である65℃を超えないことを確認した。

保安規定の施設運用上の基準値（65℃）

解析評価における換気系停止時の平衡水温：62.0℃
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5使用済燃料構内移送作業の実施状況
＜作業概要＞
敦賀１号炉使用済燃料プールに保管されている使用済燃料について，敦賀２号炉使用済燃料ピットへの

構内移送作業を実施中（2020年9月より開始，2021年度末までに192体移送予定，残りの122体は2号燃料
ピットの空き容量を確保した後に移送予定）

貯蔵場所 貯蔵可能容量
変更認可申請時点
（2020/9/4）
保管量

2021年度末時点
予定保管量

敦賀発電所１号炉
使用済燃料プール 574体 314体 122体

敦賀発電所２号炉
使用済燃料ピット 637体 442体 634体

合 計 1,211体 756体 756体

は，営業秘密又は核物質防護上の理由から公開できません。



6電源機能喪失時等の体制の整備について
＜電源機能喪失時等の体制の整備＞
敦賀発電所では，保安規定に基づき「敦賀発電所１号機電源機能喪失時等対策要領」等で電源機能喪

失時等の体制及び手順を定めている。使用済燃料貯蔵池水位低下時の対応フローは以下のとおり。

事象発生

使用済燃料貯蔵池の周辺環境の把握

使用済燃料貯蔵池への給水方法の決定※

新消火水源タンクからの水補給（屋内消火栓）

防火水槽タンクからの水補給（消防ポンプ）

発電用水タンクからの水補給（消防ポンプ）

ろ過水タンクからの水補給（消防ポンプ）

原水タンクからの水補給（消防ポンプ）

海水からの水補給（海水利用型消防水利システム）

※水源については基本的に本フロー順に使用する。
使用できない場合は次の水源を使用する。
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１．はじめに 

本資料は，2020 年 9 月 4 日に廃室発第 39 号をもって申請した敦賀発電所

１号炉廃止措置計画変更認可申請書のうち「(2) 使用済燃料の崩壊熱減少に

伴う性能維持施設の変更」に関する事項についての補足説明資料である。 
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２．使用済燃料プールの水温測定結果について 

敦賀発電所原子炉施設保安規定の廃止措置管理において，施設運用上の基

準として「使用済燃料貯蔵池の水温が 65℃以下であること」が要求されてい

ることから，使用済燃料プール（以下，「SFP」という。）水の冷却を停止し

ても，この基準値を超えないことを確認するため，燃料プール冷却系（以下，

「FPC 系」という。）の冷却機能を停止した時の SFP 水温測定を実施し，SFP

水温は，施設運用上の基準値である 65℃に対し十分裕度を持つことを確認し

た。

２．１ SFP の状況 

敦賀１号炉の SFP には，現時点において，最終サイクルで取り出した使用

済燃料を含む使用済燃料314体を貯蔵しており，その冷却期間は9年を超え，

十分冷却が進んでいる状況である。 

この状況を踏まえ，夏季における FPC 系の冷却機能停止試験を以下に示す

とおり実施した。 

２．２ SFP の水温測定 

２．２．１ 水温測定内容 

試験期間，試験条件，測定項目等は，以下のとおりである。 

① 試験期間 

・2019 年 6 月 3 日から 2019 年 9 月 10 日 

② 試験条件（概略系統は図２－１のとおり） 

・FPC 系熱交換器をバイパスし冷却機能を停止 

・SFP 水浄化のため，FPC 系の循環運転は継続 

・原子炉建物通常用換気系（以下，「換気系」という。）を全期間連続運転 
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（5 階面給気風量：     m３/h） 

・調査期間中，FPC スキマサージタンク水位維持のため，タンク水位 4～

5 m の範囲で随時補給を実施 

③ 主要な測定項目 

・SFP 水温 

・大気温度 

・原子炉建屋 5 階室温 

④ 水温の測定箇所 

・SFP 水温の測定箇所及び FPC 系循環水の出口位置は図２－２のとおり

である。 

・SFP 水温の測定箇所については，FPC 系は循環運転を継続させており，

SFP 水温は均一であると考えられることから，保安規定に定める制限

値の確認計器である SFP 水温計を測定・評価に用いている。図２－３

に SFP の寸法及び SFP 水温計位置を示す。 

⑤ FPC 系の循環運転及び SFP 水の補給について 

・FPC 系については常時循環運転を実施しており，SFP から FPC スキマサ

ージタンクへ SFP 水をオーバーフローさせることにより，SFP の通常

水位を常時維持している。なお，FPC 系の循環運転については，浄化機

能維持及び水位維持のため，FPC 系の冷却機能停止後も継続する。 

・蒸発により減少した SFP 水は FPC スキマサージタンク水位の 4～5 m の

範囲で復水貯蔵タンクから随時補給を実施している。 

・SFP の補給については期間中 36 回，総量で約    m３であった。 
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図２－１ 試験時の概略系統と水温測定箇所 

図２－２ SFP 水温の測定箇所及び FPC 系循環水の出口位置 
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図２－３ SFP の寸法及び SFP 水温計位置 
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２．２．２ 水温，室温及び気温の測定結果 

試験時の SFP 水温，室温及び気温の測定結果は，図２－４のとおりであり，

以下の結果が確認された。なお，各測定点における測定データを参考資料に

示す。 

・気温が高くなる夏季においても，水温は 50℃未満で推移した。 

・水温は，FPC 系の冷却機能を停止して暫くは継続的に上昇したが，40℃を

過ぎて以降の上昇は緩やかとなり平衡状態となっており，それ以降の水

温は気温の変化に応じて変化している。試験期間中の最高水温は 8 月 18

日から 8 月 23 日の間に記録された 46.7℃である。 

・FPC 系の冷却機能を停止した状態であっても，自然冷却により施設運用

上の基準である 65℃以下に対し，20℃程度の余裕を有する。 

図２－４ 試験時の SFP 水温，室温及び気温の測定結果 
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２．３ 測定結果に対する考察 

前項の測定結果を踏まえ，測定結果に対する考察として，以下の確認を行

った。 

・気温と水温の連動性の確認 

・最高水温が記録された時期の妥当性確認 

・環境条件の変化に対する概略評価 

・補給水の水温への影響評価 

・FPC 系の循環運転停止時の水温評価 

・換気系停止時の水温評価 

・SFP 水温の測定位置の妥当性 

具体的な内容についてそれぞれ次項以降に示す。 

２．３．１ 気温と水温の連動性の確認 

水温上昇が緩やかとなった，7 月 1 日以降の SFP 水温の測定結果から，気

温の変動に対して 5 日程度の遅れを有し，SFP 水温が連動していることが以

下のとおり確認できる。この確認結果をグラフに追記したものを図２－５に

示す。 

・7 月 1 日から 7 月 15 日頃までは平均気温は落ち着いており，水温も 7 月

8 日以降ほぼ平衡状態となっている。 

・7 月 15 日～8 月 10 日付近では，平均気温は上昇傾向にあり，水温もこれ

に追随して上昇している。 

・8 月 12 日に試験期間中において 2 番目に高い気温である 36.2℃を記録

（試験期間中の最高気温は 8 月 6 日に記録した 36.3℃）して以降，気温

は低下傾向にあり，水温についても 8 月 18 日に最高水温である 46.7℃
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を記録して以降は一旦平衡に達した後，気温同様に低下している。 

図２－５ SFP 冷却停止試験における気温変化と水温変化の関係 

２．３．２ 最高水温が記録された時期の妥当性確認 

今回の試験において，最高水温は 8 月 18 日から 8 月 23 日の間に記録され

ている。 

7 月 1 日から 9 月 1 日までの 1 週間ごとの平均気温は表２－１のとおりで

あり，平均気温は 8 月中旬が高いことから，8 月中旬に最高水温が示される

ことが妥当と考えており，実際の試験結果とも矛盾しないものであった。 
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表２－１ 2019 年 7 月・8 月の週間平均気温 

期間 平均気温（℃） 

7 月 1 日～7 月 7 日 24.1 

7 月 8 日～7 月 14 日 24.0 

7 月 15 日～7 月 21 日 25.5 

7 月 22 日～7 月 28 日 28.3 

7 月 29 日～8 月 4 日 29.3 

8 月 5 日～8 月 11 日 31.3 

8 月 12 日～8 月 18 日 30.6 

8 月 19 日～8 月 25 日 26.5 

8 月 26 日～9 月 1 日 25.1 

２．３．３ 環境条件の変化に対する概略評価 

環境条件が変わっても，SFP 水温が 65℃を超えない状況であることを確認

するため，気温の観点から概略評価を行った。 

水温が 65℃に達するときの室温について，以下の前提条件をもとに，蒸発

熱量の計算式を用いて評価する。環境条件評価の概念図は，図２－６のとお

り。 

図２－６ 環境条件評価の概念図 

（前提条件） 

・SFP 水面から奪われる熱量は，蒸発熱量のみを考慮（プール壁面は断熱） 
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・崩壊熱量（QD）と蒸発熱量（Q）が釣り合っているとする。 

（QD = Q，QD の評価時点は冷却停止試験開始時） 

（評価式） 

=  0.2778  

= (0.061 + 0.125)( )

Q：水面からの蒸発による伝熱量[W] 

E：蒸発質量流束[kg/(m２・hr)] 

ASFP：SFP 表面積[m２] 

HV：水の表面温度における潜熱[kJ/kg] 

ν：水面上の風速[m/s] 

ε：建屋内の湿度[-] 

：水面近傍の飽和水蒸気圧@水面温度[kPa] 

：建屋内の飽和蒸気圧@室温[kPa] 

（出典：空気調和・衛生工学便覧 第 14 版 ４ 給排水衛生設備編 p.488） 

上記の式を飽和蒸気圧（ ）について整理する。 

= 1
(0.061 + 0.125) 0.2778  

この式に，水温が 65℃のときの飽和水蒸気圧（ ）と飽和蒸気圧曲線より，

飽和蒸気圧（ ）に対応する室温を求めると，約 65℃となる。 

（計算の入力条件は，別紙１参照） 

気温と室温の温度差は，平均して 6℃程度であり，水温が 65℃になるため
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には，気温が約 60℃を超えるような状況となるが，この状況は現実的に起こ

りにくいものと判断する。 

２．３．４ 補給水の水温への影響評価 

SFP への補給水による水温への影響について，比熱を用いた計算により以

下のとおり評価する。補給水影響評価の概念図については，図２－７のとお

り。 

なお，補給水については，図２－１に示すとおり，復水貯蔵タンクから SFP

に直接補給されるのではなく FPC スキマサージタンクに補給され，SFP から

のオーバーフロー水とともに，FPC 系を通った後に SFP に補給されることと

なるが，評価においては直接 SFP に補給されるものとして評価した。 

図２－７ 補給水影響評価の概念図 
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（評価式） 

=  

Q：熱量[kJ] 

m：質量[kg] 

CW：比熱[kJ/(kg・K)] 

ΔT：温度差[K] 

補給水を注水した後の，SFP 水温を Tw とすると，補給水及び SFP 水それぞ

れの熱量変化は以下のとおりとなる。 

=  ( )

=  ( )

T1：補給水の水温[℃] 

T2：補給前の SFP 水温[℃] 

TW：熱平衡に達した時の SFP 水温[℃] 

1：補給水を指す添字 

2：SFP 水を指す添字 

熱量の保存により両者は等しくなるので，Q1 = Q2 即ち， 

( ) =  ( )

SFP水温への影響は，8月31日時点の水温測定データに基づき計算すれば， 

=  0.07 

である。（計算の入力条件は，別紙２参照） 

以上より，水の補給により，水温は約 0.07（℃/回）程度低下することを示
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しており，実績から補給頻度はおよそ 2 日に 1 回程度であることから，今回

の冷却機能停止試験にて確認された 20℃の裕度に対する影響は小さいもの

と判断する。 

２．３．５ FPC 系の循環運転停止時の水温評価 

FPC 冷却機能停止時に FPC の循環運転を停止した場合の SFP 水温評価モデ

ルについて，図２－８に示す。 

図２－８ FPC 循環運転停止時の SFP 水温評価モデル 

この評価モデルにおける基本条件は以下のとおり。 

・使用済燃料集合体については，1 つの熱源とみなして評価する。 

・SFP 水温及びオペフロ気温は滞留等を考慮せず常に均一な変動を仮定す

る。 

・換気系を運転させていることから，オペフロ気温は外気温度と等しいと
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仮定する。 

・外気温度については，保守的に 40℃一定とする。（参考：敦賀市観測史上

最大値 37.6℃） 

・評価開始時の SFP 水温については，FPC 冷却機能停止試験開始時の SFP 水

温である 21.1℃とし，オペフロ湿度は 100％一定とした。 

このモデルにおいて，SFP 水温 TW は以下の式で評価する。 

（計算で用いた値については，別紙３参照） 

( ) =  ( 1) +
( 1) ( 1)

熱伝達による SFP からの放熱量 QT 及び蒸発による SFP からの放熱量 QE に

ついては，以下の式で評価する。 

( ) =  ( ) ( ) ( )

( ) =  ( )

ここで， 

Tw：SFP 水温[℃]   TAI：オペフロ気温[℃] 

ASFP：SFP 表面積[m２]   QD：総崩壊熱量[kW] 

QT：SFP からの熱伝達による放熱量[kW] 

QE：SFP からの蒸発による放熱量[kW] 

VW：SFP 体積（水量）[m３]  CW：比熱（水）[kJ/(kg・K)] 

hA：熱伝達率（SFP 表面）[J/(K・s・m２)] 

ρW：密度（水）[kg/m３] 

HV：蒸発潜熱[J/kg]   M：蒸発量[kg/(m２・hr)] 
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熱伝達率（SFP 表面）hA は，加熱面が水平な場合の自然熱対流熱伝達率と

して，次の Fujii の経験式を用いる。 

Grashof 数の定義 =  を用いれば，熱伝達率 hA は以下のよう

に表せる。 

ここで， 

：熱伝導率（空気）[J/(K・s・m)] ρA：密度（空気）[kg/m３] 

：重力加速度[m/s２]   β：熱膨張係数[1/K] 

μ：粘度[kg/(m・s)]   Pr：プラントル数[－] 

ΔT：温度差（空気－水面）[℃] L：代表長さ[m] 

蒸発量 M については，温水プールを用いた蒸発実験による蒸発係数の経験

式である Smith の式を用いる。 

ここで， 

ν：風速[m/s] 

PW：飽和水蒸気圧（水温）[Pa] PA：水蒸気圧（空気）[Pa] 

SFP 水温 TW を時間ステップ Δt(t-1～t)ごとに解くことで、平衡となる温度

を算出する。 
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このモデルにおいては SFP からの放熱を熱伝達からの放熱と蒸発による放

熱に限っており，その他の放熱を考慮していないことから，循環運転を停止

した状態を模擬したモデルと考えることができる。また、外気温を 40℃とす

ることで保守的な評価を実施している。 

これにより評価を実施した結果を図２－９に示す。FPC の循環系運転停止

を模擬したモデルで保守的に評価しても，施設運用上の基準である 65℃を超

えないことを確認した。 

図２－９ FPC 循環運転停止時の SFP 水温評価結果 

２．３．６ 換気系停止時の水温評価 

２．３．５で用いたモデルにおいては，換気系が常時運転しているものと

して，オペフロ内気については外気と常に交換されていることからオペフロ

気温と外気温度は同じであるものとして評価したが，換気系が停止した場合，

空気の交換がなくなり SFP 水面から放出された熱はオペフロ気温上昇に寄与

することとなる。 

一方で，換気系が停止している場合でも，建屋天井面を介した熱伝達によ
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る放熱はあると考えられることから，これを考慮したオペフロ気温を以下の

式によって評価する。 

( ) =  ( 1) +
( 1) +  ( 1) ( 1)

ここで， 

QT：SFP からの熱伝達による放熱量[kW] 

QE：SFP からの蒸発による放熱量[kW] 

QR：天井からの熱伝達による放熱量[kW] 

CA：比熱（空気）[kJ/(kg・K)] VAI：オペフロ体積[m３] 

ρA：密度（空気）[kg/m３] 

SFPからの熱伝達による放熱量 QTとSFPからの蒸発による放熱量 QEは２．

３．５で用いたものと同じ式にて評価する。天井からの熱伝達による放熱量

QR については，以下の式で評価する。 

( ) =  ( ) ( ) ( )

天井面の熱伝達率 hR は以下の式で求められる。 

1 = 1 + + 1

ここで， 

：天井面の熱伝達率 [J/(K・s・m２)] AR：オペフロ天井面積[m２] 

：内表面熱伝達率[J/(K・s・m２)] ：外表面熱伝達率[J/(K・s・m２)] 

dR：天井のコンクリート厚さ[m] 

：熱伝導率（コンクリート）[J/(K・s・m)] 
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これによって，求めた時間ステップごとのオペフロ気温 TAI と２．３．５で

用いたのと同じ SFP 水温 TW の評価式を時間ステップごとに解くことで，換

気系停止以降の経過時間ごとのオペフロ気温 TAI 及び SFP 水温 TW が得られ

る。（計算で用いた値については，別紙３参照） 

なお，評価においては，FPC 系の循環運転停止時に換気系が停止した場合

を模擬し，初期条件としては，２．３．５における評価で平衡に達した時の

SFP 水温である 56.5℃とその際に用いているオペフロ気温 40℃を用いる。 

これにより評価を実施した結果を図２－１０に示す。FPC 循環系停止時に

換気系が停止した場合を模擬したモデル評価において，施設運用上の基準で

ある 65℃を超えないことを確認した。 

図２－１０ 換気系停止時の SFP 水温評価結果 
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２．３．７ SFP 水温の測定位置の妥当性 

SFP 中における SFP 水の循環モデルを図２－１１に示す。使用済燃料の崩

壊熱により加熱された SFP 水は，放熱しながら上部へ移動した後，水面付近

で壁面へと移動し，その後プール下部へ移動するため，プール中では上部の

温度が高くなると考えられる。 

保安規定の施設運用上の SFP 水温の基準は建屋コンクリート躯体の健全性

維持のための基準であり，図２－３に示すように，評価に用いた SFP 水温計

はプール壁面近傍の水面付近の水温を測定していることから，評価上保守的

な位置で水温を測定しているものと考えられる。 

図２－１１ SFP 中における SFP 水の循環モデル 

２．４ 結論 

２．２及び２.３の結果より，敦賀１号炉の SFP 水の冷却を停止しても，夏

季において SFP の水温は約 47℃未満で推移し，施設運用上の基準値である

65℃に対して，十分な余裕を持つ状況であることが確認された。この結果か

ら，敦賀１号炉の SFP 水の冷却は不要であるものと判断する。 
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３．使用済燃料の冷却に係る性能維持施設の変更について 

敦賀発電所１号炉の使用済燃料貯蔵設備に貯蔵している使用済燃料の崩壊

熱が初回申請時からさらに減少し，FPC 系による冷却が不要となったことを

受け，使用済燃料の冷却に係る性能維持施設の見直しの考え方について整理

する。 

３．１ 使用済燃料の冷却に係る性能維持施設の変更内容 

「発電用原子炉施設及び試験研究用等原子炉施設の廃止措置計画の審査基

準（以下「審査基準」という。）」における使用済燃料の冷却に係る要求事項

としては，「（６）性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期

間に関する説明書」の「２）核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の維持管理」，

「５）解体中に必要なその他の施設の維持管理」に要求があり，それぞれの

要求事項及び変更認可前後での要求機能と具体的な性能維持施設の整理は以

下のとおり。 

（１）核燃料物質貯蔵施設の維持管理 

審査基準では，核燃料物質の貯蔵施設について，所要の性能を満足する

よう当該核燃料物質貯蔵設備を維持管理することが必要とされている。 

核燃料物質貯蔵施設の所要の性能とは，設置許可本文「二（ロ）核燃料

物質貯蔵設備の構造及び貯蔵能力」に示す機能を満足することであり，具

体的には「臨界防止機能」，「冷却・浄化機能」，「使用済燃料プール水補給

機能」，「水位の監視機能」，「漏えいの監視機能」及び「放射線遮蔽機能」

である。 

廃止措置では，新燃料及び使用済燃料を当該炉から搬出するまで貯蔵す

る必要があるため，廃止措置計画認可時点ではこれらの機能を有する設備
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を維持することとしていた。 

その後，使用済燃料の崩壊熱の減少により自然放熱での冷却が可能とな

ったため，使用済燃料貯蔵設備の「冷却・浄化機能」を「浄化機能」のみへ

変更する。 

変更認可前後における維持機能及び性能維持施設は次のとおりである。 

【変更前】 

維持機能 性能維持施設 

臨界防止機能 

新燃料貯蔵設備 

使用済燃料貯蔵設備 

（２号炉原子炉建屋内）

１号炉使用済燃料

ラック 

使用済燃料貯蔵設備 

（１号炉原子炉建物内）

使用済燃料プール

水位警報装置 

漏水検知装置 

燃料プール冷却系 

冷却・浄化機能 

使用済燃料プール水補

給機能 

水位の監視機能 

漏えいの監視機能 

放射線遮蔽機能 

使用済燃料プール水補

給機能 
復水貯蔵タンク 

【変更後】 

維持機能 性能維持施設 

臨界防止機能 

新燃料貯蔵設備 

使用済燃料貯蔵設備 

（２号炉原子炉建屋内）

１号炉使用済燃料

ラック 

使用済燃料貯蔵設備 

（１号炉原子炉建物内）

使用済燃料プール 

水位警報装置 

漏水検知装置 

燃料プール冷却系 

浄化機能 

使用済燃料プール水補

給機能 

水位の監視機能 

漏えいの監視機能 

放射線遮蔽機能 

使用済燃料プール水補

給機能 
復水貯蔵タンク 
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（２）解体中に必要なその他の施設の維持管理 

① 非常用電源設備 

審査基準では，商用電源が喪失した際，解体中の原子炉施設の安全確

保上必要な場合には，適切な容量の電源設備を確保し，これを適切に維

持管理することが必要とされている。 

このため，廃止措置計画認可時点では使用済燃料を使用済燃料貯蔵設

備に貯蔵している間は，使用済燃料の冷却が必要であり，商用電源を喪

失した際においても冷却を行う必要があったため，商用電源を喪失した

際に使用済燃料貯蔵設備の冷却のために必要な「電源供給機能」を有す

る設備を維持管理することとしていた。 

その後，使用済燃料の崩壊熱の減少により自然放熱での冷却が可能と

なったことから，商用電源喪失時にディーゼル発電機による電源供給機

能は不要となる。 

変更認可前後における維持機能及び性能維持施設は次のとおりである。 

【変更前】 

維持機能 性能維持施設 

電源供給機能 
ディーゼル発電機 

蓄電池 

【変更後】 

維持機能 性能維持施設 

電源供給機能 蓄電池 
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② その他の安全確保上必要な設備 

審査基準では，その他の安全確保上必要な設備（照明設備，補機冷却設

備等）の維持が必要とされている。 

廃止措置計画認可時点では，廃止措置の安全確保上，使用済燃料を冷

却する必要があるため，使用済燃料貯蔵設備の冷却に必要な「補機冷却

機能」を有する設備を維持することとしていた。 

その後，使用済燃料の崩壊熱の減少により自然放熱での冷却が可能と

なったことから，本要求事項に基づく原子炉補機冷却系の維持は不要と

なる。 

変更認可前後における維持機能及び維持対象設備は次のとおりである。 

【変更前】 

維持機能 性能維持施設 

補機冷却機能 
原子炉補機冷

却系 

熱交換器 

補機冷却水ポンプ 

補機冷却用海水ポンプ 

【変更後】 

維持機能 性能維持施設 

該当なし 該当なし 

以上の整理に基づき，変更後における使用済燃料冷却に係る性能維持施設

範囲は，図３－１のとおりである。 
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図３－１ 変更後における使用済燃料冷却に係る性能維持施設範囲 

熱交換器 浄化設備

燃料貯蔵ラック

復水貯蔵

タンク

サージ

タンク
各負荷へ

熱交換器

放水口 取水口

原子炉補機

冷却水ポンプ

FPCポンプ

補機冷却用

海水ポンプ

使用済燃料貯蔵設備

原子炉補機冷却設備

補機冷却海水設備

変更後に維持管理対象から外れる範囲

変更後も維持管理対象となる範囲

-24-



３．２ 使用済燃料の冷却に係る性能維持施設の見直しに係る具体的影響確認 

原子炉補機冷却設備，補機冷却海水設備，及びディーゼル発電機を性能維

持施設から除外することについて，それぞれの具体的な冷却先及び負荷先に

対し影響がないことを確認する。 

なお，ここでは原子炉補機冷却設備及び補機冷却海水設備を「補機冷却設

備」，ディーゼル発電機を「ＤＧ」という。 

３．２．１ 補機冷却設備による冷却水供給の要否について 

補機冷却設備による性能維持施設への冷却水の供給先について，性能維持

施設としての補機冷却設備の必要性を表３－１に示す。 

使用済燃料が自然放熱による冷却が可能となった以降は，補機冷却設備に

よる冷却は不要であることを確認した。このため，補機冷却設備については，

廃止措置計画の性能維持施設から除外する。 

３．２．２ ＤＧによる電源供給の要否について 

電源が必要な性能維持施設について，ＤＧによる電源供給の要否を表３－

２に示す。また，これらの設備について蓄電池からの電源供給先となってい

るかについても表３－２に示す。加えて，蓄電池からの電源供給先となって

いる性能維持施設等の直流電源母線の負荷を表３－３に示す。 

使用済燃料が自然放熱による冷却が可能となった以降は，いずれの設備に

ついても交流電源で作動するものについては電源供給が必須なものではなく，

直流電源で作動するものは蓄電池による電源供給が可能であるため，ＤＧに

よる電源供給は必須でないことを確認した。このため，ＤＧについては，廃

止措置計画の性能維持施設から除外する。 
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表３－１ 性能維持施設としての補機冷却設備の必要性 

補機冷却設備 冷却水供給先 

補機冷却設備に

よる冷却水供給

の要否 
説明 

変更前 変更後

原子炉補機冷却設備 

・熱交換器 

・補機冷却水ポンプ 

使用済燃料貯蔵設備 

（燃料プール冷却系） ○ × 

使用済燃料が自然放熱による冷却が可能になれば，原子炉

補機冷却設備による冷却水の供給は不要となる。 

補機冷却海水設備 

（補機冷却用海水ポンプ）

原子炉補機冷却設備 

・熱交換器 

・補機冷却水ポンプ 
○ × 

使用済燃料が自然放熱による冷却が可能になれば，原子炉

補機冷却設備による冷却水の供給は不要となるため，原子

炉補機冷却設備への海水供給は不要となる。 -
2
6
-



表３－２ ＤＧによる電源供給の要否（１／２） 

電源が必要な性能維持施設 
維持機能 

ＤＧによる

電源供給先

蓄電池に

よる電源 

供給先 

ＤＧによる 

電源供給要否 説明 

施設区分 設備等の区分 設備（建屋）名称 変更前 変更後

核燃料物質の

取扱施設及び

貯蔵施設 

核燃料物質取

扱設備 

燃料取扱装置（１号炉原子炉建物内）

燃料取扱機能 

臨界防止機能 

燃料落下防止機

能 

〇 × × × 
停電時は燃料取扱作業が行われないこと，また，燃料取扱作業中

に停電が発生した場合，燃料体を保持する設計となっている。 

原子炉建物クレーン（１号炉原子炉

建物内） × × × × ― 

核燃料物質貯

蔵設備 

使用済燃料貯蔵

設備（１号炉原子

炉建物内） 

水位警報装置 

水位の監視機能 〇 × × × 

停電時は，保安規定で定める自主設備として設置している水位計

や現地による水位確認を行うため，停電時の電源供給は必須では

ない。なお，保安規定で定める自主設備の水位計については，蓄

電池からの電源供給が可能である。 

漏水検知装置 
漏えいの監視機

能 
〇 × × × 

停電時は，上記の水位計や現地での漏えい確認を行うため，停電

時の電源供給は必須ではない。 

燃料プール冷却

系 
冷却・浄化機能 〇 × 〇 × 

冷却機能は，使用済燃料の冷却が不要になれば維持する必要はな

い。 

浄化機能は，不純物の持ち込みがなければ急激な水質悪化はな

く，時間的裕度があるため，停電時の浄化は必須ではない。 

放射性廃棄物

の廃棄施設 

液体廃棄物の

廃棄設備 

機器ドレン系 ろ過装置 

放射性廃棄物処

理機能 

× × × × ― 

床ドレン系 蒸発濃縮装置 × × × × ― 

再生廃液系 蒸発濃縮装置 × × × × ― 

固体廃棄物の

廃棄設備 

アスファルト固化装置 
放射性廃棄物処

理機能 

× × × × ― 

圧縮減容装置 × × × × ― 

放射線管理施

設 

屋内管理用の

主要な設備 

放射線監視装置 固定エリア・モニ

タ 

放射線監視機能 

〇 × × × 

固定エリア・モニタは，管理区域内の線量の変動・人が駐在・作

業等の立入のあるエリアに設置しており，停電時は作業を中断す

るとともに，必要に応じてサーベイメータ等による監視を行う。

半固定放射線検

出器 〇 × × × 

半固定放射線検出器は，管理区域内から作業員が退出する際の体

表面汚染を測定するために設置しており，停電時はサーベイメー

タにより測定可能である。 

-
2
7
-



表３－２ ＤＧによる電源供給の要否（２／２） 

電源が必要な性能維持施設 
維持機能 

ＤＧによる

電源供給先

蓄電池に 

よる電源 

供給先 

ＤＧによる 

電源供給要否 説明 

施設区分 設備等の区分 設備（建屋）名称 変更前 変更後

放射線管理施

設 

屋外管理用の

主要な設備 

排気筒モニタ 

放射線監視機能 

管理放出機能 

〇 〇 × × 

施設内の揮発性放射性物質（希ガス・よう素）については，使用

済燃料が破損しない限り施設内に発生源はなく，停電時は管理区

域内作業を停止するとともに，換気系が停止しダンパが閉止する

ため，放射性物質は管理区域外へ放出されない。また，蓄電池に

よる電源供給も可能であり，更にモニタリングポストにより周辺

環境への影響を監視することで，ＤＧによる電源供給ができなく

とも監視可能である。 

補機冷却海水系モニタ 〇 〇 × × 停電時は海水ポンプが停止し，排水が行われない。 

排水のサンプリング・モニタ設備 〇 × × × 停電時は海水ポンプが停止し，排水が行われない。 

原子炉格納施

設 

主要な附属設

備 

原子炉建物通常

用換気系 

送風機 

換気機能 
× × × × ― 

排風機 × × × × ― 

その他主要設

備 

換気系 タービン建物換

気系 

送風機 

換気機能 

× × × × ― 

排風機 × × × × ― 

サービス建物換

気系 

送風機 × × × × ― 

排風機 × × × × ― 

廃棄物処理建物

換気系 

送風機 × × × × ― 

排風機 × × × × ― 

照明設備 非常用照明 照明機能 〇 〇 × × 停電時は，蓄電池による電源供給を行う。 

-
2
8
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表３－３ 直流電源母線の負荷 

〇蓄電池の電源容量：2,000AH 

直流電源母線の接続先 電源負荷量（A） 

核燃料物質貯蔵設備 
使用済燃料貯蔵設備の水位・水

温計※ 20 

放射線管理施設 

排気筒モニタ 

220 

補機冷却海水系モニタ 

照明設備 非常用照明 200 

負荷合計 440 

※ 保安規定で定める自主設備の負荷量を記載 
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４．核燃料物質の貯蔵状況及び崩壊熱の推移について 

敦賀発電所１号炉の核燃料物質の貯蔵状況，及び敦賀発電所１号炉の SFP

に貯蔵している使用済燃料の崩壊熱の推移について説明する。 

４．１ 敦賀発電所１号炉の核燃料物質の貯蔵状況について 

４．１．１ 使用済燃料の貯蔵状況 

表４－１に示すとおり，現時点において，敦賀発電所１号炉の SFP には使

用済燃料が 314 体，敦賀発電所２号炉の使用済燃料ピット（敦賀発電所１号

炉専用ラック）には 442 体の使用済燃料が貯蔵されている。 

表４－１ 敦賀発電所１号炉の使用済燃料の貯蔵状況 

貯蔵場所 貯蔵可能容量 
貯蔵量 

（2020.9.4 時点）

2021 年度末時点 

予定保管量 

敦賀発電所１号炉 

SFP 
574 体 314 体 122 体 

敦賀発電所２号炉 

使用済燃料ピット 
637 体 442 体 634 体 

合計 1,211 体 756 体 756 体 

なお，核燃料物質の管理について，敦賀発電所１号炉廃止措置計画認可申

請書には下記のとおり，１号炉原子炉建物から２号炉原子炉建屋への運搬の

みが記載されており，今後，使用済燃料が敦賀発電所１号炉に新たに搬入さ

れる計画はない。 
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六 核燃料物質の管理及び譲渡し 

２ 核燃料物質の管理 

使用済燃料は，搬出までの期間，１号炉原子炉建物内又は２号炉原子炉

建屋内の使用済燃料貯蔵設備で貯蔵する。なお，１号炉原子炉建物内に貯

蔵している使用済燃料は，原子炉本体等解体準備期間中に，１号炉原子炉

建物から，使用済燃料輸送容器に収納し，２号炉原子炉建屋に運搬し，使

用済燃料貯蔵設備で貯蔵する。２号炉の使用済燃料貯蔵設備に運搬した使

用済燃料は，２号炉にて管理を行う。また，全ての使用済燃料を２号炉の

使用済燃料貯蔵設備に運搬した場合，２号炉の核燃料物質の取扱施設及び

貯蔵施設は，共用施設として取り扱わず，１号炉の全ての使用済燃料は廃

止措置対象施設から搬出されたものとする。 

４．１．２ 新燃料の貯蔵状況 

2015 年 12 月時点において，新燃料は敦賀発電所１号炉の SFP に 36 体貯蔵

されていたが，2018 年 11 月に加工事業者への搬出が完了している。 

４．２ 崩壊熱の推移について 

前項で示した使用済燃料の貯蔵状況を踏まえた敦賀発電所１号炉の使用済

燃料の崩壊熱推移を図４－１に示す。 

初回申請時（2015 年 12 月時点）の崩壊熱は 83kW であったが，その後は時

間経過に伴い崩壊熱は低下している。 
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図４－１ 敦賀発電所１号炉の使用済燃料の崩壊熱推移 
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５．電源機能喪失時等の体制の整備について 

敦賀発電所では，電源機能喪失時等の体制の整備について，保安規定に定

め，これに基づき，「敦賀発電所１号機電源機能喪失時等対策要領」等を定め

ている。 

敦賀発電所１号炉廃止措置計画認可申請の初回申請時に電源機能喪失時等

の体制の整備について説明した資料を参考資料－２に示す。 

敦賀発電所原子炉施設保安規定 

（電源機能喪失時等の体制の整備） 

第１７条の２ 安全・防災グループマネージャーは，交流電源を供給する全

ての設備の機能が喪失した場合，原子炉施設内において溢水が発生した場

合，重大事故※１に至るおそれがある事故若しくは重大事故が発生した場合

又は大規模な自然災害若しくは故意による大型航空機の衝突その他のテロ

リズムにより原子炉施設に大規模な損壊が生じた場合で，使用済燃料貯蔵

池を冷却する全ての設備の機能が喪失した場合等（以下，これらの事象を

本編において「電源機能喪失時等」という。）における原子炉施設の保全の

ための活動を行う体制の整備として，次の各号に掲げる事項を含む計画を

策定し，所長の承認を得る。 

(1) 電源機能喪失時等における原子炉施設の保全のための活動を行うため

に必要な要員の配置 

(2) 電源機能喪失時等における原子炉施設の保全のための活動を行う要員

に対する１年に１回以上の教育訓練 

(3) 電源機能喪失時等における原子炉施設の保全のための活動を行うため

に必要な資機材の配備 
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２．各マネージャーは，第１項の計画に基づき電源機能喪失時等における原

子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備として必要な手順を定め

る。 

３．各マネージャーは，第１項の計画に基づき，電源機能喪失時等における

原子炉施設の保全のための活動を実施するとともに，第１項(1）の要員に

第２項の手順を遵守させる。 

４．各マネージャーは，第３項に定める事項について定期的に評価を行うと

ともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じ，安全・防災グループマネ

ージャーに報告する。安全・防災グループマネージャーは，第１項に定め

る事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要な

措置を講じる。 

※１：本条における重大事故とは，実用炉規則第４条に掲げる「核燃料物質

貯蔵設備に貯蔵する燃料体又は使用済燃料の著しい損傷」をいう。 

以 上 
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別紙１ 

水温変化計算の入力値 

・ =  0.2778  

・ = (0.061 + 0.125)( )

（出典：空気調和・衛生工学便覧 第 14 版 ４ 給排水衛生設備編 p.488） 

 説 明 単位 入力値 

Q 水面からの蒸発による伝熱量 

（冷却停止試験開始時の崩壊熱） 
W 5.7×10４

ASFP SFP 表面積 m２

HV 評価水温（65℃）における水の潜熱 kJ/kg 2345.4 

ν 水面上の風速 m/s 0 

ε 湿度 

（試験期間中の原子炉建屋 5 階の平均値） 
－ 0.656 

評価水温（65℃）における水面近傍の飽和蒸気

圧 
kPa 25.041 
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別紙２ 

水温変化計算の入力値 

（補給水の水温への影響評価（2019 年 8 月 31 日時点）） 

・ =  ( )

 説 明 単位 入力値 

CW1 補給水の比熱 kJ/(kg・K) 4.18 

T1 補給水の水温 ℃ 29.9 

・ =  ( )

 説 明 単位 入力値 

CW2 SFP 水の比熱 kJ/(kg・K) 4.18 

T2 補給前の SFP 水温 ℃ 46.0 

・ =  

 説 明 単位 入力値 

ρ1 補給水の密度（30℃） kg/m３ 995.6 

V1 SFP への 1 回あたり補給水量 m３

・ =  

 説 明 単位 入力値 

ρ2 SFP 水の密度（46℃） kg/m３ 989.8 

V2 補給前の SFP 水量 m３
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別紙３ 

入力パラメータ 

パラメータ 記号 設定値 単位 出典・考え方 

崩壊熱 QD 57 kW 崩壊熱（調査開始時点） 

比熱（水） CW 4.18 kJ/(kg･K) 日本機械学会「伝熱工学資料」（改訂第 5版）より（25℃における値） 

密度（水） ρW 997 kg/m３ 日本機械学会「伝熱工学資料」（改訂第 5版）より（25℃における値） 

SFP 保有水量 VW m３ 基本図面より算出 

SFP 表面積 ASFP m２ 基本図面より算出 

オペフロ体積 VAI m３ 基本図面より算出 

オペフロ天井面積 AR m２ 基本図面より算出 

熱伝導率（空気） 2.72E-2 J/(K･s･m) 日本機械学会「伝熱工学資料」（改訂第 5版）より（40℃における値） 

比熱（空気） CA 1.01 kJ/(kg･K) 日本機械学会「伝熱工学資料」（改訂第 5版）より（40℃における値） 

密度（空気） ρA 1.11 kg/m３ 日本機械学会「伝熱工学資料」（改訂第 5版）より（40℃における値） 

重力加速度 9.8 m/s２ 国立天文台編「理科年表」（2017）より 

熱膨張係数 β 3.19E-3 1/K 理想気体の状態方程式より 40℃における値を算出 

粘度 μ 1.92E-5 kg/(m･s) 日本機械学会「伝熱工学資料」（改訂第 5版）より（40℃における値） 

プラントル数 Pr 0.711 － プラントル数の定義 = × より（40℃における値） 

飽和水蒸気圧 PW 計算値 Pa Tetens の近似式により算出 

水蒸気圧（空気） PA 計算値 Pa Tetens の近似式及び湿度により算出 

蒸発潜熱 Hv 2.44E+6 J/kg 日本機械学会「蒸気表」（1999）より 

風速 ν 0 m/s 原子炉建屋 5階面における実測値 

内表面熱伝達率 9 J/(K･s･m２) 井上書院「最新建築環境工学」より 

外表面熱伝達率 23 J/(K･s･m２) 井上書院「最新建築環境工学」より 

天井コンクリート厚 dR m 基本図面より（原子炉建物のドーム部の天井の厚さ） 

熱伝導率（コンクリート） λcon 2.6 J/(K･s･m) 土木学会「コンクリート標準示方書」より 

-
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参考資料－１（1/5）

プール水温 室温 大気温度
（℃） （℃） （℃）

06/03 12:00 21.1 25.4 25.8
06/04 00:00 21.7 25.7 23.0
06/04 12:00 22.6 26.2 28.8
06/05 00:00 23.4 26.9 24.1
06/05 12:00 24.2 27.1 27.7
06/06 00:00 25.0 27.2 20.0
06/06 12:00 25.7 26.9 24.8
06/07 00:00 26.4 26.9 19.2
06/07 12:00 27.0 26.7 19.4
06/08 00:00 27.7 26.8 21.7
06/08 12:00 28.3 26.3 20.0
06/09 00:00 28.9 25.8 18.1
06/09 12:00 29.4 25.6 20.4
06/10 00:00 29.9 25.6 18.5
06/10 12:00 30.4 25.5 19.9
06/11 00:00 30.9 25.6 18.6
06/11 12:00 31.3 25.5 21.3
06/12 00:00 31.8 25.6 16.4
06/12 12:00 32.2 25.6 21.7
06/13 00:00 32.6 26.0 17.7
06/13 12:00 32.9 26.1 22.2
06/14 00:00 33.3 26.9 22.9
06/14 12:00 33.7 27.2 25.8
06/15 00:00 34.0 27.2 21.8
06/15 12:00 34.3 26.7 23.2
06/16 00:00 34.7 26.6 18.1
06/16 12:00 35.0 26.1 20.0
06/17 00:00 35.2 25.8 18.3
06/17 12:00 35.5 25.6 20.6
06/18 00:00 35.7 25.7 14.8
06/18 12:00 35.9 26.2 28.6
06/19 00:00 36.1 26.7 20.0
06/19 12:00 36.4 26.9 24.7
06/20 00:00 36.6 27.3 18.2
06/20 12:00 36.9 27.4 23.5
06/21 00:00 37.1 27.7 18.2
06/21 12:00 37.3 28.3 30.9
06/22 00:00 37.6 28.3 21.8
06/22 12:00 37.7 28.1 23.4
06/23 00:00 37.9 28.0 19.2

測定日時

-38-



参考資料－１（2/5）

プール水温 室温 大気温度
（℃） （℃） （℃）

測定日時

06/23 12:00 38.2 27.9 22.6
06/24 00:00 38.3 28.0 20.3
06/24 12:00 38.5 27.9 23.2
06/25 00:00 38.7 28.2 18.1
06/25 12:00 38.8 28.3 23.6
06/26 00:00 38.9 28.8 24.5
06/26 12:00 39.0 29.3 30.6
06/27 00:00 39.2 29.8 25.7
06/27 12:00 39.4 29.8 25.4
06/28 00:00 39.6 29.6 24.7
06/28 12:00 39.8 29.2 22.6
06/29 00:00 40.0 29.1 23.4
06/29 12:00 40.1 29.1 26.9
06/30 00:00 40.3 29.1 24.3
06/30 12:00 40.4 29.3 25.0
07/01 00:00 40.6 29.0 21.7
07/01 12:00 40.7 28.9 24.7
07/02 00:00 40.8 29.4 22.7
07/02 12:00 40.9 29.3 26.4
07/03 00:00 41.0 29.6 21.6
07/03 12:00 41.1 29.6 25.3
07/04 00:00 41.2 29.8 24.2
07/04 12:00 41.4 29.7 25.5
07/05 00:00 41.5 29.7 21.8
07/05 12:00 41.5 29.6 25.4
07/06 00:00 41.6 29.9 21.9
07/06 12:00 41.7 29.8 27.4
07/07 00:00 41.8 30.2 23.1
07/07 12:00 41.9 30.0 25.3
07/08 00:00 41.9 30.2 21.9
07/08 12:00 42.0 30.2 24.8
07/09 00:00 42.1 30.6 24.7
07/09 12:00 42.2 30.3 21.7
07/10 00:00 42.2 30.3 23.8
07/10 12:00 42.2 30.4 30.4
07/11 00:00 42.3 30.9 24.7
07/11 12:00 42.4 30.3 21.4
07/12 00:00 42.4 29.9 23.0
07/12 12:00 42.5 30.0 28.3
07/13 00:00 42.5 29.9 20.8
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参考資料－１（3/5）

プール水温 室温 大気温度
（℃） （℃） （℃）

測定日時

07/13 12:00 42.5 29.8 24.9
07/14 00:00 42.6 29.8 20.7
07/14 12:00 42.7 29.7 24.5
07/15 00:00 42.7 29.7 21.7
07/15 12:00 42.7 29.6 23.6
07/16 00:00 42.7 29.5 21.6
07/16 12:00 42.8 29.5 25.5
07/17 00:00 42.8 30.1 22.6
07/17 12:00 42.9 30.3 26.8
07/18 00:00 43.0 30.9 25.0
07/18 12:00 43.0 31.1 27.9
07/19 00:00 43.1 30.8 25.2
07/19 12:00 43.1 30.6 26.2
07/20 00:00 43.2 30.8 26.2
07/20 12:00 43.3 30.8 27.7
07/21 00:00 43.3 31.2 27.7
07/21 12:00 43.3 31.3 29.4
07/22 00:00 43.4 31.7 28.4
07/22 12:00 43.5 31.4 26.5
07/23 00:00 43.6 31.7 26.4
07/23 12:00 43.6 31.8 29.5
07/24 00:00 43.7 31.9 24.9
07/24 12:00 43.7 32.1 30.3
07/25 00:00 43.8 32.6 24.1
07/25 12:00 43.8 33.1 34.3
07/26 00:00 43.9 33.6 28.5
07/26 12:00 44.0 33.8 34.1
07/27 00:00 44.1 34.1 26.7
07/27 12:00 44.1 33.7 25.1
07/28 00:00 44.2 33.1 23.7
07/28 12:00 44.2 33.3 33.1
07/29 00:00 44.3 33.7 25.9
07/29 12:00 44.4 34.1 32.8
07/30 00:00 44.5 34.4 26.0
07/30 12:00 44.6 34.8 32.9
07/31 00:00 44.6 34.8 26.2
07/31 12:00 44.7 35.2 34.5
08/01 00:00 44.8 35.3 26.2
08/01 12:00 44.9 35.4 31.2
08/02 00:00 45.0 35.4 25.7
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参考資料－１（4/5）

プール水温 室温 大気温度
（℃） （℃） （℃）

測定日時

08/02 12:00 45.0 35.3 32.2
08/03 00:00 45.1 35.6 26.5
08/03 12:00 45.2 35.6 30.8
08/04 00:00 45.3 35.8 26.6
08/04 12:00 45.3 35.8 32.5
08/05 00:00 45.4 36.1 29.9
08/05 12:00 45.4 36.3 33.6
08/06 00:00 45.5 36.6 29.5
08/06 12:00 45.6 36.7 36.3
08/07 00:00 45.7 36.9 30.1
08/07 12:00 45.7 36.8 36.0
08/08 00:00 45.7 37.1 30.3
08/08 12:00 45.8 37.1 35.8
08/09 00:00 45.9 37.1 27.0
08/09 12:00 46.0 37.0 33.2
08/10 00:00 46.0 36.9 26.6
08/10 12:00 46.0 36.8 31.5
08/11 00:00 46.1 36.9 26.2
08/11 12:00 46.2 36.8 32.2
08/12 00:00 46.2 37.2 29.9
08/12 12:00 46.2 37.2 36.2
08/13 00:00 46.3 37.3 29.7
08/13 12:00 46.3 37.2 32.7
08/14 00:00 46.4 37.5 30.6
08/14 12:00 46.4 37.4 35.3
08/15 00:00 46.5 37.4 30.9
08/15 12:00 46.5 37.2 32.2
08/16 00:00 46.6 36.8 27.3
08/16 12:00 46.6 36.3 33.2
08/17 00:00 46.6 36.1 25.6
08/17 12:00 46.6 36.0 31.0
08/18 00:00 46.7 35.9 23.9
08/18 12:00 46.7 35.8 30.0
08/19 00:00 46.6 35.9 25.4
08/19 12:00 46.6 35.8 28.6
08/20 00:00 46.7 35.5 24.7
08/20 12:00 46.7 35.2 25.9
08/21 00:00 46.7 35.0 24.8
08/21 12:00 46.6 34.9 31.4
08/22 00:00 46.7 35.1 25.5
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参考資料－１（5/5）

プール水温 室温 大気温度
（℃） （℃） （℃）

測定日時

08/22 12:00 46.7 34.9 30.0
08/23 00:00 46.7 35.0 25.5
08/23 12:00 46.7 34.6 27.6
08/24 00:00 46.6 34.2 22.2
08/24 12:00 46.6 34.1 29.4
08/25 00:00 46.5 34.1 22.0
08/25 12:00 46.5 34.1 28.4
08/26 00:00 46.4 34.1 22.6
08/26 12:00 46.4 33.8 26.9
08/27 00:00 46.3 33.9 20.8
08/27 12:00 46.3 33.7 28.6
08/28 00:00 46.3 33.4 24.6
08/28 12:00 46.2 33.1 24.8
08/29 00:00 46.2 32.9 24.4
08/29 12:00 46.1 32.9 30.0
08/30 00:00 46.1 33.1 27.1
08/30 12:00 46.1 32.9 23.9
08/31 00:00 46.1 32.4 20.7
08/31 12:00 46.0 32.4 27.2
09/01 00:00 46.0 32.7 23.2
09/01 12:00 46.0 32.6 26.9
09/02 00:00 45.9 32.6 22.3
09/02 12:00 45.8 32.6 25.8
09/03 00:00 45.8 32.6 23.7
09/03 12:00 45.8 32.8 30.3
09/04 00:00 45.8 33.3 24.6
09/04 12:00 45.8 33.4 28.6
09/05 00:00 45.8 33.4 27.0
09/05 12:00 45.8 33.5 31.3
09/06 00:00 45.8 33.8 27.9
09/06 12:00 45.8 34.0 33.3
09/07 00:00 45.8 34.3 28.0
09/07 12:00 45.8 34.4 33.5
09/08 00:00 45.8 34.7 28.4
09/08 12:00 45.8 34.7 34.9
09/09 00:00 45.8 34.9 26.7
09/09 12:00 45.9 34.8 29.5
09/10 00:00 45.9 35.0 25.1
09/10 12:00 46.0 35.1 31.3
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１. はじめに 

実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則（以下「実用炉規則」という。）

第 84 条から第 86 条，第 92 条第 3 項第 18 号から第 20 号(内部溢水，重大事故

等および大規模損壊発生時の体制の整備）で求めている内容のうち，敦賀発電

所１号炉の状況を踏まえ整理した。 

２. 電源機能喪失時等の体制の整備について 

法令等の整理としては，以下のとおりである。 

廃止措置計画認可に先立つ保安規定変更認可においては，実用炉規則第 92

条第 3 項にて，廃止措置計画認可の日までに保安規定の変更認可を受けること

が求められており，廃止措置対象施設に核燃料物質が存在する間は，第 84 条か

ら第 86 条，第 92 条第 3 項第 18 から第 20 号にて内部溢水，重大事故等および

大規模損壊発生時の体制の整備を求めている。 

一方，敦賀発電所１号炉の廃止措置計画では，使用済燃料貯蔵池水が全て喪

失した場合における燃料被覆管表面温度の評価を行っており，敦賀発電所１号

炉の使用済燃料の燃料被覆管表面温度は，最高でも 340℃以下である。この燃

料被覆管表面温度においては，原子炉運転中の酸化減肉及び使用済燃料貯蔵池

水が全て喪失した後の空気中での酸化減肉を考慮したとしても，クリープ歪は

1 年後においても約 0.2％であり，クリープ変形による破断は発生せず，使用済

燃料の健全性は保たれることを説明している。 

以上を踏まえて，廃止措置段階における電源機能喪失時等の体制の整備とし

ては，使用済燃料貯蔵池から冷却水が大量に漏えいし，冷却水が喪失しても，

使用済燃料の健全性は保たれるが，冷却機能喪失・冷却水喪失時の対応として

既に講じている緊急時安全対策による追加対策の内容を考慮し，従前の体制を

一部拡充して使用済燃料貯蔵池へ給水する手順・体制を整備する。 
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３. 電源機能喪失時等の対応の整備内容について 

対応要員について，使用済燃料貯蔵池の冷却水が喪失しても，必要な措置を

講じるまでに時間的余裕が十分にあることから，使用済燃料貯蔵池への給水は

召集要員で対応する。整備する手順の中で対応要員数が最大となる海水を水源

とした使用済燃料貯蔵池への給水を想定した場合でも，対応要員となる敦賀市

街地に滞在している要員数に十分な余裕があることを確認している。 

緊急時安全対策として，使用済燃料貯蔵池冷却系および既存の補給水系の機

能喪失により，使用済燃料貯蔵池を冷却する手段がなくなった場合に備え，消

火水，海水等の水源から水を供給するための消防ポンプおよび消火ホース等の

資機材を配置し，手順を定め，教育・訓練を実施している。 

また，使用済燃料貯蔵池冷却水が全て喪失したことを想定し，使用済燃料貯

蔵池への給水を実施する手順を定める。 

(1)内部溢水発生時の対応について 

システム検知（系統に設置されている圧力計，流量計，水位計などのパラメ

ータ変化による警報），サンプ検知（床ドレン配管を通って集水されるサンプ等

の水位高警報）および消火活動による放水などその他の情報により溢水の可能

性が生じた場合は，関係パラメータの変化等により溢水発生の判断を行うとと

もに，溢水発生箇所を確認し，隔離操作等を行う。 

発生した溢水については，建屋サンプ等に流入するため，警報処置手順書（所

則）に記載されている手順に従い，隔離操作等の対応を行う。 

溢水発生の検知及び隔離操作等については，運転員の対応となることから警

報処置手順書に手順が整備されており，教育を実施している。また，巡視時に

使用する照明器具等の資機材については，巡視用に配備されている。 
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(2)重大事故等発生時における手順および体制について 

何らかの要因により使用済燃料貯蔵池の冷却機能・給水機能が喪失し，また

は冷却系・給水系の配管損傷による漏えいにより使用済燃料貯蔵池水位低下時

に，使用済燃料貯蔵池への給水により燃料体を冷却し，放射線を遮蔽すること

ができる非常時運転手順書（所則）と資機材を整備している。 

ａ．対応手段と設備の選定 

使用済燃料貯蔵池の冷却機能・給水機能喪失時，冷却系・給水系の配管損

傷による漏えいによる使用済燃料貯蔵池水位低下時の対応手段と設備を以下

に示す。 

(a)「新消火水源タンクを水源とした屋内消火栓から使用済燃料貯蔵池への給水」

で使用する設備は以下のとおり。 

 ・新消火水源タンク 

・ディーゼル消火ポンプ 

(b) 「防火水槽を水源とした屋外使用済燃料貯蔵池送水口から使用済燃料貯蔵

池への給水」で使用する設備は以下のとおり。 

・防火水槽 

・可搬式動力ポンプ 

・消防自動車 

 (c)「発電用水タンクを水源とした屋外使用済燃料貯蔵池送水口から使用済燃料

貯蔵池への給水」で使用する設備は以下のとおり。 

・発電用水タンク 

・可搬式動力ポンプ 

・消防自動車 
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(d)「ろ過水タンクを水源とした屋外使用済燃料貯蔵池送水口から使用済燃料貯

蔵池への給水」で使用する設備は以下のとおり。 

 ・ろ過水タンク 

・可搬式動力ポンプ 

・消防自動車 

(e)「新消火水源タンクを水源とした屋外消火栓から屋外使用済燃料貯蔵池送水

口を経由しての使用済燃料貯蔵池への給水」で使用する設備は以下のとお

り。 

・新消火水源タンク 

・ディーゼル消火ポンプ 

(f)「原水タンクを水源とした屋外使用済燃料貯蔵池送水口から使用済燃料貯蔵

池への給水」で使用する設備は以下のとおり。 

・原水タンク 

・可搬式動力ポンプ 

・消防自動車 

(g)「海水を水源とした屋外使用済燃料貯蔵池送水口から使用済燃料貯蔵池への

給水」で使用する設備は以下のとおり。 

・海水利用型消防水利システム 

(h)「瓦礫撤去」で使用する設備は以下のとおり。 

・ ホイールローダー  
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使用済燃料貯蔵池の冷却機能・給水機能喪失時，冷却系・給水系の配管損

傷による漏えいによる使用済燃料貯蔵池水位低下時の対応フロー図を以下に

示す。 

事象発生 

使用済燃料貯蔵池の周辺環境の把握 

使用済燃料貯蔵池への給水方法の決定※

新消火水源タンクからの水補給（屋内消火栓） 

防火水槽タンクからの水補給（消防ポンプ） 

発電用水タンクからの水補給（消防ポンプ） 

原水タンクからの水補給（消防ポンプ） 

ろ過水タンクからの水補給（消防ポンプ） 

※水源については基本的に本フロー順に使用する。 

 使用できない場合は次の水源を使用する。

海水からの水補給（海水利用型消防水利システム） 
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ｂ． 重大事故時等の対応内容 

(a) 「新消火水源タンクを水源とした屋内消火栓から使用済燃料貯蔵池への給

水」 

給水手順の概要は，以下のとおり。 

① ディーゼル消火ポンプが起動していることを確認する。 

② 可搬型ホースを屋内消火栓に接続し，使用済燃料貯蔵池まで敷設する。 

③ 新消火水源タンク（屋内消火栓）から使用済燃料貯蔵池への給水を開始

する。 

④ 使用済燃料貯蔵池水位等を確認し，給水流量を調整する。 

⑤ 使用済燃料貯蔵池水位・温度を監視し，貯蔵池内燃料体等が冷却状態に

あることを確認する。 

(b) 「防火水槽を水源とした屋外使用済燃料貯蔵池送水口から使用済燃料貯蔵

池への給水」 

給水手順の概要は，以下のとおり。 

① 可搬式動力ポンプを防火水槽前および消防自動車をＤ／Ｇ軽油移送ポン

プ小屋前に配置する。  

② 可搬型ホースを可搬式動力ポンプから消防自動車まで敷設し，消防自動

車から屋外使用済燃料貯蔵池送水口に接続する。 

③ 可搬式動力ポンプおよび消防自動車を起動し，使用済燃料貯蔵池注水弁

を開とし防火水槽から使用済燃料貯蔵池への給水を開始する。 

④ 使用済燃料貯蔵池水位等を確認し，給水流量を調整する。 

⑤ 使用済燃料貯蔵池水位および温度を監視し，貯蔵池内燃料体等が冷却状

態にあることを確認する。 
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(c) 「発電用水タンクを水源とした屋外使用済燃料貯蔵池送水口から使用済燃

料貯蔵池への給水」 

給水手順の概要は，以下のとおり。 

① 可搬式動力ポンプを発電用水タンクマンホール横および消防自動車をＤ

／Ｇ軽油移送ポンプ小屋前に配置する。 

② 可搬型ホースを可搬式動力ポンプから消防自動車まで敷設し，消防自動

車から屋外使用済燃料貯蔵池送水口に接続する。 

③ 可搬式動力ポンプおよび消防自動車を起動し，使用済燃料貯蔵池注水弁

を開とし発電用水タンクから使用済燃料貯蔵池への給水を開始する。 

④ 使用済燃料貯蔵池水位等を確認し，給水流量を調整する。 

⑤ 使用済燃料貯蔵池水位・温度を監視し，貯蔵池内燃料体等が冷却状態に

あることを確認する。 

(d) 「ろ過水タンクを水源とした屋外使用済燃料貯蔵池送水口から使用済燃料

貯蔵池への給水」 

給水手順の概要は，以下のとおり。 

① 可搬式動力ポンプをろ過水タンクマンホール横および消防自動車をＤ／

Ｇ軽油移送ポンプ小屋前に配置する。 

② 可搬型ホースを可搬式動力ポンプから消防自動車まで敷設し，消防自動

車から屋外使用済燃料貯蔵池送水口に接続する。 

③ 可搬式動力ポンプおよび消防自動車を起動し，使用済燃料貯蔵池注水弁

を開とし発電用水タンクから使用済燃料貯蔵池への給水を開始する。 

④ 使用済燃料貯蔵池水位等を確認し，給水流量を調整する。 

⑤ 使用済燃料貯蔵池水位・温度を監視し，貯蔵池内燃料体等が冷却状態に

あることを確認する。 
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(e) 「新消火水源タンクを水源とした屋外消火栓から屋外使用済燃料貯蔵池送

水口を経由しての使用済燃料貯蔵池への給水」 

給水手順の概要は，以下のとおり。 

① ディーゼル消火ポンプが起動していることを確認する。 

② 可搬型ホースを屋外消火栓から屋外使用済燃料貯蔵池送水口に接続する。 

③ 使用済燃料貯蔵池注水弁を開とし発電用水タンクから使用済燃料貯蔵池

への給水を開始する。 

④ 使用済燃料貯蔵池水位等を確認し，給水流量を調整する。 

⑤ 使用済燃料貯蔵池水位・温度を監視し，貯蔵池内燃料体等が冷却状態に

あることを確認する。 

(f) 「原水タンクを水源とした屋外使用済燃料貯蔵池送水口から使用済燃料貯

蔵池への給水」 

給水手順の概要は，以下のとおり。 

① 可搬式動力ポンプを原水タンクマンホール横および消防自動車をＤ／Ｇ

軽油移送ポンプ小屋前に配置する。 

② 可搬型ホースを可搬式動力ポンプから消防自動車まで敷設し，消防自動

車から屋外使用済燃料貯蔵池送水口に接続する。 

③ 可搬式動力ポンプおよび消防自動車を起動し，使用済燃料貯蔵池注水弁

を開とし原水タンクから使用済燃料貯蔵池への給水を開始する。 

④ 使用済燃料貯蔵池水位等を確認し，給水流量を調整する。 

⑤ 使用済燃料貯蔵池水位・温度を監視し，貯蔵池内燃料体等が冷却状態に 

あることを確認する。 
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(g) 「海水を水源とした屋外使用済燃料貯蔵池送水口から使用済燃料貯蔵池へ

の給水」 

給水手順の概要は，以下のとおり。 

① 海水利用型消防水利システムを１号取水路に配置し水中ポンプを海面に

投入する。 

② スーパーラインホースおよび可搬型ホースを海水利用型消防水利システ

ムから屋外使用済燃料貯蔵池送水口まで敷設し接続する。 

③ 海水利用型消防水利システムを起動し，使用済燃料貯蔵池注水弁を開と

し海水から使用済燃料貯蔵池への給水を開始する。 

④ 使用済燃料貯蔵池水位等を確認し，給水流量を調整する。 

⑤ 使用済燃料貯蔵池水位・温度を監視し，貯蔵池内燃料体等が冷却状態に

あることを確認する。 
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表 5(1)重大事故等における対応手段と整備する手順一覧 

想定事象 
対応手段 

（優先順位） 
対応設備 対応手順 

使用済燃料貯

蔵池の冷却機

能・給水機能

喪失 

使用済燃料貯

蔵池冷却系・

補給系の配管

損傷による漏

えいによる水

位低下 

① 新消火水源タン

クから使用済燃

料貯蔵池への給

水 

ディーゼル消火ポ

ンプ 

屋内消火栓からの給

水手順 

屋外消火栓から屋外

使用済燃料貯蔵池送

水口を経由した給水

手順 

② 防火水槽から使

用済燃料貯蔵池

への給水 

防火水槽 屋外使用済燃料貯蔵

池送水口からの給水

手順 

可搬式動力ポンプ 

消防自動車 

③ 発電用水タンク

から使用済燃料

貯蔵池への給水 

発電用水タンク 同 上 

可搬式動力ポンプ 

消防自動車 

④ ろ過水タンクか

ら使用済燃料貯

蔵池への給水

ろ過水タンク 同 上 

可搬式動力ポンプ 

消防自動車 

⑤ 原水タンクから

使用済燃料貯蔵

池への給水

原水タンク 屋外使用済燃料貯蔵

池送水口からの給水

手順 

可搬式動力ポンプ 

消防自動車 

⑥ 海水取水路から

使用済燃料貯蔵

池への給水

海水利用型消防水

利システム 同 上 
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(3)大規模損壊発生時における手順および体制について 

何らかの要因により使用済燃料貯蔵池からの大量の水の漏えいにより使用済

燃料貯蔵池の水位が異常に低下した場合においても，使用済燃料貯蔵池へ給水

を行い，燃料体等を冷却するための設備，手順等について説明する。 

また，初期消火活動で対応が困難な大規模火災が発生した場合の火災延焼防

止を目的とした消火活動の手順等について説明する。 

a.  各状況における対応手段と設備の選定 

何らかの要因により使用済燃料貯蔵池からの大量の水の漏えいにより使用

済燃料貯蔵池の水位が異常に低下した場合および初期消火活動で対応が困難

な大規模火災が発生した場合の対応手段を大規模損壊対応手順として選定す

る。 

使用済燃料貯蔵池からの大量の水の漏えいにより使用済燃料貯蔵池の水位

が異常に低下時に使用する設備を以下に示す。（水源は海水とする） 

・ 海水利用型消防水利システム 

初期消火活動で対応が困難な大規模火災の発生時に使用する設備を以下に

示す。（水源は海水とする） 

・ 海水利用型消防水利システム 

・ 消防自動車 

・ 可搬式動力ポンプ 

・ ディーゼル消火ポンプ 
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b.  大規模損壊時の手順 

(a) 「海水を水源とした屋外使用済燃料貯蔵池送水口から使用済燃料貯蔵池へ

の給水」 

給水手順の概要は，以下のとおり。 

ⅰ. 海水利用型消防水利システムを１号取水路に配置し水中ポンプを海面に

投入する。 

ⅱ. スーパーラインホースおよび可搬型ホースを海水利用型消防水利システ

ムから屋外使用済燃料貯蔵池送水口まで敷設し接続する。 

ⅲ. 海水利用型消防水利システムを起動し，使用済燃料貯蔵池注水弁を開と

し海水から使用済燃料貯蔵池への給水を開始する。 

c.  初期消火活動で対応が困難な大規模火災の手順 

(a) 「初期消火活動で対応が困難な大規模火災時の延焼防止活動」 

初期消火活動で対応が困難な大規模火災が発生した場合の延焼防止を目

的とした消火活動の手順を整備する。消防自動車，可搬式動力ポンプ，消

火栓等を用いて初期消火活動は継続して行う。 

手順の概要は，以下のとおり。 

  ⅰ. 海水利用型消防水利システムを１号取水路に配置し水中ポンプを海面に

投入する。 

ⅱ. スーパーラインホースおよび可搬型ホースを海水利用型消防水利システ

ムから使用済燃料貯蔵池まで敷設する。 

ⅲ. 海水利用型消防水利システムを起動し，使用済燃料貯蔵池へ放水を開始

する。 

ⅳ. 放水角度等を調整し，延焼防止されていることを確認する。 

以 上 
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